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研究成果の概要：本研究では、主にＭＩＴを筆頭に国際的な先進地の一つである米国ボストン

の大手、中小各大学の事例調査を参考として、①大学のイノベーションシステムとくに研究（開

発）と（製品）開発、市場化の具体的・実際的プロセスを明らかにし、②そのプロセスを踏ま

えて地域大学に適した効果的・効率的なマネジメントモデル（イノベーションマネジメント）

の開発を行った。 
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研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：経営学・経営学 
キーワード：イノベーション・研究開発・地域大学・テクノロジーマーケティング・イノベー

ションプロジェクト・ パートナーリング・コンパクトモデル 
 
 
１．研究開始当初の背景 
（１）平成１７・１８年度の研究成果と課題 

平成１７・１８年度における産学官連携シ
ステムとマネジメントモデルの研究を踏ま
えて地域大学のイノベーションシステムと
マネジメントのモデル研究へと進むという
のが１９・２０年度の研究課題となった。と
いうのも、産学官連携はあくまでイノベーシ
ョンのためのツールであり、したがってその
研究成果はイノベーションのプロセスを明
らかにしそのなかに位置づけられてこそ活

きると考えたからである。 
１７・１８の２年度にわたる産学官連携に

関する研究の成果は、リエゾンを中心にした
産学官連携と専門人材育成を有機的に一体
化させるコンパクトなマネジメントモデル
の開発を行ったことにある。その開発にあた
っては海外研究とくにケンブリッジ大学に
関する研究から得た知見が大きく役立った
が、ケンブリッジ大学の産学官連携に関する
ミッションも大学を中心としたイノベーシ
ョンを実現することである。 



（２）イノベーションのプロセスとマネジメ 
ントに関する研究成果 

イノベーションあるいはイノベーション
プロセスに関する国内外の研究はクリステ
ンセンの研究をはじめ数多く、近年ではイノ
ベーションマネジメントに関する研究が急
増している。それらの研究を踏まえて筆者が
理解した限りでは、大学を中心としたイノベ
ーションプロセスは、大雑把に整理すれば、
①研究（発明・発見）⇒②開発⇒③商品（市
場）化・事業化⇒④産業化・社会化というフ
ローを包括するプロセスであると考えられ
る。 

さらに、マネジメントの視点では市場化を
前提にして①研究（開発）を②（製品）開発
へと如何に結びつけるかという研究開発マ
ネジメントがイノベーションマネジメント
の中心的なテーマとなっていると考える。ち
なみに、イノベーションプロセスとの関連で
は産学官連携マネジメントは主として②⇒
③のプロセスに位置づけられると考えてい
る。 

こうしたイノベーションに関する研究成
果が本研究のベースとなった。 
（３）ＭＯＴに関する研究 

ところで、こうした大学の研究開発を中心
としたイノベーションマネジメントに関す
る学術的研究は大学の研究が基本的には基
礎研究を中心としているということがあっ
て国内外を見渡してもそれほど進んでいる
わけではない。ましてや、本研究で課題とし
ている地域（中小）大学を想定した研究は皆
無に近い。ただ、近年日本でも盛んになって
いるＭＯＴ(Management of Technology、海
外では Technology Management が多い)の
研究は研究、開発を効果的・効率的に市場化
することをテーマとしており、本研究で課題
とするイノベーションマネジメントのテー
マと大きく関連している。そこで、そうした
ＭＯＴの研究の成果を多く取り入れること
ができたことが本研究の背景となった。 
 
 
２．研究の目的 
地域大学のイノベーションシステムとマ

ネジメントに関するモデル開発というのが
本研究のテーマであったが、まずは（１）大
学のイノベーションプロセスとくに研究と
開発、市場化の具体的プロセスについて明ら
かにすること、次いで（２）そのプロセスを
踏まえた効果的・効率的な研究開発を中心と
したマネジメント手法とくに地域大学に適
したコンパクトなマネジメント手法を開発
すること、がその内容となった。 
（１）大学のイノベーションプロセスに関す 
る研究 
 大学の研究は基礎研究が中心であるから

研究開発といっても主として実用化に向け
た応用研究と製品開発の接点の領域のプロ
セスが問題となる。このプロセスの主たる問
題は市場に受け入れられる製品開発に向け
た研究開発ということになるから、いわゆる
テクノロジーマーケティングの領域を拡大
した研究を行なう必要がある。この場合、い
わゆるプロセスイノベーションとプロダク
トイノベーションとでは研究と開発の接点
のあり方は異なるのでその各々について研
究を進める必要があった。 
（２）コンパクトなイノベーションマネジメ
ントモデルに関する研究 
 産学官連携マネジメントについては先に
述べたように一応の結論を見出したが、加え
てここでの問題は上に述べた応用研究と製
品開発の接点に関わるプロセスを踏まえた
研究開発マネジメントのあり方である。実際
的にはスポンサー企業との開発に関するコ
ラボレーションのプロセス、プロダクト両面
にわたるイノベーションのコンパクトで効
果的・効率的なマネジメントの手法の開発が
メインテーマとなった。 
 
 
３．研究の方法 
（１）大学のイノベーションプロセスに関す
る研究（平成 19 年度） 
 大学のイノベーションプロセスで中心と
なる研究と開発の接点の領域についてはＭ
ＩＴについてのＳ．シェーン氏の研究が参考
となった。図１は大学の研究・開発のプロセ
スの概要を示したものであり、図２は市場の
見えにくい大学の研究成果を市場化する際
に必要となるテクノロジーマーケティング
の基本的な手法について示したものである。 
 

（図１）研究・開発プロセス 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（図２）テクノロジーマーケティング 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成１９年度はこうした研究を手がかり
により詳細・具体的な調査・研究を進めた。
その際、とくに研究成果とプロセス、プロダ
クトイノベーションとの関連、大学の規模や
マネジメントシステムとの関連、産学官連携
ポリシーとの関連等に焦点あてた調査・研究
を行った。研究方法としては、まずは国内外
のできるだけ多くの先進大学についての事
例調査が中心となったが、とくに地域の中小
規模大学の事例については直接本研究のテ
ーマと関わるので詳細な調査を行った。そう
した調査をもとに研究・開発プロセスについ
て共通することと研究分野や大学の環境の
違いにもとづくタイプの違い等を踏まえて
特に地域大学のプロセスについて明らかに
するという方法をとった。海外調査としては
ＭＩＴなど先進大規模大学とボストン大学、
ノースイースタン大学など先進中小規模大
学がともに多く立地している米国・ボストン
市を調査先に選んだ。 
（２）コンパクトなイノベーションマネジメ
ントモデルに関する研究（平成２０年度） 
 平成１９年度における大学のイノベーシ
ョンプロセスに関する調査・研究をベースに
マネジメントモデルの開発を行なうという
のが２０年度以降の研究テーマであった。そ
の際、まず、プロセスイノベーションとプロ
ダクトイノベーションのマネジメント手法
の違いが問題となる。先にふれたＳ．シェー
ン氏の研究によれば、革新的な研究成果（プ
ロダクトイノベーション）ほど事業化が困難
なためベンチャー起業に結びつきやすくイ
ンクリメンタルな研究成果（プロセスイノベ
ーション）成果ほど大手企業による事業化に
結びつき易いという。前者はインキュベーシ
ョンマネジメント、後者はトランスファーマ
ネジメントに関わる問題となると考えられ
る（ちなみに、氏の調査によると米国で前者
の代表例はＭＩＴで後者の代表例はスタン

フォード大学であるという興味深い結果が
示されている）。当然マネジメント手法は異
なるわけで、そうした相違を念頭に具体的な
マネジメントモデルの開発を行なうことと
なった。本研究の対象とする地域大学モデル
との関わりでいえば、開発に際しては中小企
業、ベンチャー企業との「コラボレーション」
が重要化しているので前者はプロセスイノ
ベーション、後者はプロダクトイノベーショ
ンというかたちで両面にわたるマネジメン
トモデルの開発が課題となった。 
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 ところで、そうした研究開発のマネジメン
トは実際的には大学のミッション・ポリシー
とリエゾンマネジメントとくに直接的には
リエゾンマネジメントのあり方に大きく左
右されていると考えている。したがって、研
究開発マネジメントとリエゾンマネジメン
トの両面を考慮したマネジメントモデルの
開発が求められると考える。そこで、本研究
では１７・１８年度に調査を行ったケンブリ
ッジ大学のリエゾンの事業（リサーチ、コラ
ボレーション）のマネジメントシステムなど
先進的なリエゾンマネジメントの事例を参
考に地域大学で有効なコンパクトな研究開
発－リエゾンマネジメントのモデルの開発
を進めることとなった。 
 したがって、２０年度に行ったマネジメン
トモデルの開発研究の方法は、１７・１８年
度に行なったリエゾンマネジメントの研究
と１９年度に行なった研究開発プロセスの
事例研究をあわせてコンパクトモデルを導
き出すというかたちとなった。もちろん、実
際には大学の環境や研究分野の違い等があ
るのでそれらを考慮した様々なモデルの分
析を行なった上でコンパクトモデルを考案
するという方法をとった。また、その際に地
域（中小）大学の研究開発マネジメントに焦
点をあてた国内外大学に対する補足ヒヤリ
ング調査をあわせて実施した。 
 
 
４．研究成果 
（１）研究成果 
上にのべたように、２年間にわたる研究課

題は、主にＭＩＴを筆頭に国際的な先進地の
一つである米国ボストンの大手、中小各大学
の事例の調査を参考として、①大学のイノベ
ーションシステムとくに研究（開発）と（製
品）開発、市場化の具体的・実際的プロセス
を明らかにし、②そのプロセスを踏まえて地
域大学に適した効果的・効率的なマネジメン
トモデル（イノベーションマネジメント）を
開発することであった。その成果について述
べれば以下の如くである。 
①に関して。 
Shane のＭＩＴの University Spin-offs

に関する議論を参考とすれば（前掲図１）「原



理の検証」と「プロトタイプ開発」の間のプ
ロセスが最大の問題であるが、そのプロセス
は研究と開発におけるマーケット・インのプ
ロセス（テクノロジーマーケティングの領
域）とベクトルの違う研究と開発を結び付け
るプロセス（イノベーション・プロジェクト
の領域）の２つのプロセスで構成されること、
また、それを担う大学の機関としては米国で
は各種「センター」（出川通の議論による）
およびインキュベータが機能していること
を明らかにした。 
②に関して。 

①の２つのプロセスが機能するためには、
技術移転をめぐる「移転領域」(Schmitt＝渡
辺俊哉)と企業の「吸収能力」(Cohen & 
Levinthal)の問題を調整し大学－企業間の
マッチングを有効化するパートナーシップ
のマネジメント(Partnering)が必要である。
それにはＭＩＴの（スポンサード）リサーチ
のマネジメント（図３）のような「システム
としてのマネジメント」が効果的なモデルで
あり、地域中小大学においてはそのコンパク
トモデルが有効であることを明らかにした。
しかしながら、そうしたマネジメントモデル
が明らかになったとしても実際に先のプロ
セスを有効に機能させる方法が明らかにな
った訳ではない。そのための具体的なマネジ
メント手法の開発については課題として残
されたといえる。 
 
（図３）ＭＩＴのリサーチマネジメント 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ところで、後にふれるようにイノベーショ
ンといっても多様なタイプが存在するしマ
ネジメントのあり方もそれによって規定さ
れることは多くの研究者が論じている。とす
るならば、地域大学におけるイノベーション
はどのようなタイプが効果的でありうるの
か、かつその中核となる「製品開発」のため
に有効なイノベーションプロジェクトのマ
ネジメント手法とはどのようなものであり
うるのか、それが今後の課題となる。 
（２）今後の課題 

今後の研究課題は、具体的には地域大学に

有効な①インクリメンタルイノベーション
のモデルと②その効果的なイノベーション
プロジェクトのマネジメント手法を開発す
ることである。 

その研究について参考となるのは、図４で
示したイノベーションのタイプに関する、先
にもふれた Tony Davila らの研究（2006, 
Making Innovation Work. Upper Saddle River, 
NJ: Pearson Education Publishing ）であ
ろう。 
 

（図４）イノベーションのタイプ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①インクリメンタルイノベーションモデル 
図４の各タイプのうち本研究で対象とな

るのが基本的にはラディカルではなくイン
クリメンタルなものが中心となるとする根
拠は、イノベーションの「担い手」となる地
域企業の実態に関わることである。想定され
るのは地域企業としては典型的なタイプで
あるいわゆる「製品開発型」中小企業
(Specialized Supplier)と「受託製造型」中
小企業(EMS)である。いずれも大手企業のサ
プライヤーであり製品は部品・部材ではある
が、製品、その製造装置と方法の開発も行う
企業である。そこで、そうした地域企業とパ
ートナーを組む地域大学の関係を前提とし
たうえでそうした関係に有効であるイノベ
ーションの具体的内容、モデルを明らかにす
るというのが課題である。その課題にアプロ
ーチするためのポイントとなる論点は以下
の２つである。 
まず、技術－製品－市場（商品）の関係に

ついて。ここでの基本的な見解は、「先端技
術にもとづく製品が必ずしも市場に受け入
れられる訳ではない」逆にいえば「主として
汎用技術（既存技術）にもとづく製品であっ
ても市場に受け入れられる」ということでも
ある。これはクリステンセンの見解を拡大解
釈したものであるが、それはとかく焦点が当
てられがちな先端技術－ラディカルイノベ
ーションに対して汎用技術－インクリメン



タルイノベーションの固有の意義について
の根拠を与えたものと考えている。しかしな
がら、その実際については検討の余地を多く
残している。したがって、まずはその点につ
いての検討を行う必要がある。 

次に、上に関連して技術－製品の関係につ
いて。この場合の「汎用技術にもとづく」の
意味であるが、全くの汎用技術という意味な
らば大学－企業関係は成り立たない。問題と
なるのは、例えば 90%の汎用技術と 10%の先
端技術の組み合わせにもとづく製品開発と
いう関係、つまり大学が 10%の先端技術を提
供する関係である。こうした結果世に出た
「画期的な製品」というのは少なくないよう
に思う。逆に、「ラディカルな技術」を先端
技術 100％の技術という意味にとるならば、
そうした技術にもとづく製品というのは想
定し難いというのが実情である。すなわち、
市場に受け入れられる製品（商品化）のレベ
ルでいうと大部分汎用技術にもとづく製品
が「イノベーション」につながるという想定
は十分に可能ではないか。とするならば、地
域の大学－企業関係にもとづく製品開発は
どのようなプロセスでイノベーションにつ
ながるのかが次の検討課題となる。 
②イノベーションプロジェクト 

イノベーションモデルに関する研究を踏
まえてそれを効果的に行うイノベーション
プロジェクトのマネジメント手法を開発す
るのが次の課題となる。 
 上の研究課題にアプローチするための論
点は以下の２つである。 

まず、製品開発プロジェクトのための効果
的なアライアンスマネジメント手法の開発。 

先に述べたように、当該プロジェクトを効
果的に進めるためには大学－企業間のパー
トナーリングのマネジメントが最重要課題
となる。アライアンスマネジメントはすでに
主として企業間の戦略的なマネジメント手
法として定着しているが、とくに先端技術に
おける「研究開発型」中小企業、「大学発ベ
ンチャー」(Science-based enterprise, New 
technology-based) と「サイエンス（リンケ
ージ）型」の大手企業との「研究開発」アラ
イアンスにおけるマネジメント手法は本研
究にとっても参考となるものである。それら
のうちＭＩＴ発ベンチャーの事例について
はすでに一定の調査を行った。しかし、ここ
での問題は「サイエンスリンケージ」とはい
えない開発プロジェクトの大学－中小企業
間アライアンスのマネジメントである。その
点で非常に参考となるのは、地域中小企業向
け知識・技術移転の成功事例として有名なド
イツ・シュタインバイス大学(Steinbeis – 
Hochschule Berlin, SHB)の製品開発アライ
アンス手法である。以下の図５はその略図で
ある。このマネジメントのポイントとなって

いるのが「企業（市場）ニーズ型」の知識・
技術移転であるが、具体的には①コンサルテ
ィング②技術評価・分析③受託技術開発④プ
ロジェクト人材育成（技術研修）の組合せに
よるスピーディでコンサルティング重点の
手法である。こうした手法を参考に日本の地
域の実情を勘案した効果的な手法を開発す
ることが課題となる。 
 
（図５）ＳＨＢの製品開発アライアンス 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
次に、プロジェクト・マネジメント（ＰＭ）

手法の開発。 
 大学－企業間のアライアンスを前提に実
際的なプロジェクト手法を開発することが
次の課題となる。以下の図６は大学のＰＭの
一事例としてＭＩＴのステージゲート・シス
テムを示したものであるが、こうしたシステ
ムのあり方に大学による基本的な相違はな
いと思われる。ＰＭとしてはこの他にタイム
ドリブン、マイルストーン等があるが、問題
はそのポイントとなるプロジェクト・マネー
ジャー人材の確保・配置（先の資源配分マネ
ジメント、ＭＩＴでは重要なセンターにはＴ
ＬＯ人材を配置。）、リスクマネジメントを考
慮した地域大学に効果的な手法の開発であ
る。 
 さて、検討すべき研究課題は他にも多々あ
るとは思われるが、最後に大学とパートナー
となる「地域中小企業」の想定について少し
ふれておかなければならない。本研究は大学
を中心としたイノベーションシステムをテ
ーマとしているためパートナーとなる「地域
中小企業」については詳細な検討を行ってい
ない。だが、ともにイノベーションを担う、
というよりイノベーションの実際的担い手
としての企業がどのような企業であるのか
は非常に重要な問題であることはいうまで
もない。ここではそれを「スモールイノベー
ター」あるいは「イノベーショナルスモール」
というかたちで想定しておきたい。具体的に
は、「開発型」あるいは「受託製造型」中小
企業で新商品によって新しいビジネス分野



を創出するか既存のビジネス分野において
「ニッチトップ」「オンリーワン」のかたち
で業界の再編成をリードする企業を考えて
いる。これは、クリステンセンの「イノベー
ター」の概念を地域中小企業を念頭に置いて
具体化したものである。ただ、それはまだ現
段階では十分にこなれた概念とはいえない。
したがって、こうした企業についての研究も
あわせて今後の課題となる。 
 
（図６）ＭＩＴのステージゲート・システム 
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